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2012年度政府予算編成に関する要請書

　貴職におかれましては、国際的・国内的にも厳しい状況の下、農林水産業の発展に日々御尽力されていることに心から敬意を表します。

　さて、2012年度予算編成にむけた作業が進められている段階にあたり、下記の課題についてのご検討と積極的な対応を要請します。

（◎が重点課題）

記

【農業改良普及事業関連】

1.　主要農業政策の根幹維持と財源の確保について

　　農業者戸別所得補償制度をはじめとした、マニフェストに基づいた主要農業政策について、引き続き農林水産省の総力をあげて取り組みを推進すること。

　　また、震災により被害を受けた地域および農家が元気を回復できる制度となるよう、現場の声を十分に聞き、政策に反映すること。

2.　東日本大震災被災農家および地域に対する復旧、復興支援の実施について

　　被災地の復旧・復興にあたっては、以下の点についてとくに配慮すること。

　(１)　経営再建にむけ大胆かつスピード感のある支援を行うこと

　　　　農村地域の復興は農業経営の復活なしには実現しないことから、被災農家の復旧支援には過去の慣例などに縛られることなく、営農活動が再開可能となる当面の具体的な対策を急ぐこと。

　　　　とくに、無利子融資について「二重ローン対策」などの償還に対する農家などの不安を払拭し、営農活動が再開できるよう、現場の声に配慮した支援策とすること。

　　　　また、自治体自らの判断で多くの復旧対策が進められている現状を踏まえ、国は先行実施している事業にかかる財源保障も含め、地方公共団体の復興に要する経費の負担率のかさ上げや特別交付税などによる財政支援に強力に取り組むこと。

　(２)　被災地への食料供給の公的支援を早急に行うこと

　　　　被災地ではいまだに十分な食料の確保ができていないという状況にあることから、国民への食料の安定供給に責任を持つ国は自治体および農業団体等との連携のもと、計画的な食料供給体制を確立するよう迅速に取り組むこと。

　　　　とくに、避難所、各種施設および学校給食への食料供給に重点を置いた対応を急ぐこと。

◎(３)　農家すべてが営農活動を継続し、地域に住み続けられる復興計画を立てること

　　　　長期的な復興計画策定に当たり、被災地域の農業を大規模化および効率化によって国際競争力を高めるモデル地域にすべき、あるいは東北を日本の食料基地にするという議論があるが、①被災農家および被災地域に必要なのは、一日も早く住み慣れた集落に帰り、震災前の営農活動および暮らしをとりもどすことである。地域の人たちの声を十分に聞き、営農活動と集落機能が回復可能な復興計画とすること。②産地の過度な集約化は、食料供給の偏在化を招き、大規模災害時には食料供給の停止や、流通にかかるエネルギー効率の悪化を招くことが今回の震災で明らかとなったことから、食に対する安心の確保と、食料の安全保障を推進するため、地産地消、地域自給体制の推進について、政策の大胆な見直しをはかること。

3.　原子力発電所事故に対する対応について

◎(１)　農畜産物などの被害の速やかな補償を実施すること

　　　　放射性物質による基準を超える汚染のため、農畜産物の生産および出荷を制限されている地域および風評被害により経済的な打撃を受けている農家および農業団体、流通業者などに対し、国が責任を持って速やかに補償を行い、経営の早期再建を支援すること。

　　　　また、農畜産物などの風評被害の補償にあたっては、販売方法や対象農産物の範囲を限定しないこととあわせ、被害者となる農家などに因果関係の証明責任を負わせないこと。

　(２)　きめ細かなモニタリング調査体制の整備と迅速なデータの公表により国民の安全および安心を確保すること

　　　　放射性物質の放出が止まっておらず、国民の不安が増幅し、風評被害がいまだに収束していないことから、国民のいのちと食の安全を守るため、きめ細かな調査による実態把握とそのデータを隠匿せず、速やかに公開することが必要である。

　　　　国が主体的にきめ細かな調査体制に取り組み、①国と地方の責任を明確にするとともに、国の責任で行う事業については、国および東京電力等の人的資源を最大限活用し地方の負担を最小限にすること。②指示命令系統を明確にし、情報およびデータの取り扱いについても合意の上で進め、現場に無用の混乱を起こさないこと。③調査の結果、放射性物質で汚染された地域については改善対策を徹底するとともに、規制基準値を下回った地域の安全宣言を明確かつ速やかに行うこと。

　　　　また、モニタリング調査等にかかる予算は、地方自治体の行うものも含めて、東京電力の賠償支払いを待たず国が支援すること。

4.　東日本大震災後の農政ニーズに対応しうる協同農業普及事業の強化について

　　普及事業は、今般の東日本大震災の対応においても重要な役割を果たしており、今後の復興においても地域農業を最もよく知る立場で中心的な役割を担っていく組織である。職員および組織の力を最大限発揮できるよう以下の通り求める。

◎(１)　国と都道府県の連携と役割分担により、今後の日本農業と地域農業がバランスよく発展できるよう、協同農業普及事業交付金制度を安定した制度として維持し、必要な交付金額を確保すること。

【公設試験研究機関関連】

5.　公設試験研究機関への予算措置について

　　2012年度予算重点要求事項および新規要求事項のうち、とくに公設試験研究機関（以下、公設試）が関わる内容について、財源を確保すること。

6.　研究資金について

　(１)　プロジェクト研究、競争的資金など公設試が応募できる研究資金に関する公募・採択状況を明らかにすること。また、震災への対応として見直しや新設を予定している資金があれば、地方自治体の試験研究機関が積極的に参画し、採択されるよう配慮すること。

　(２)　近年、公設試では研究予算の縮減から外部資金への依存度が高まっており、契約締結時期が遅くなると年度当初の研究遂行に支障をきたす場合がある。このため、契約をできるだけ早期に締結できるようにすること。また、新規課題採択の可否については公募要領に定められたスケジュールに沿って遅滞なく実施すること。

7.　公設試と国・大学・民間企業との連携強化にむけた取り組みについて

　　公設試が有する人材や研究シーズを、震災からの復興や新技術の開発に活かすための情報交換・研究交流をさらに進めるとともに、連携強化にむけた事前調査・基礎的研究のための予算も充実させること。

8.　６次産業化にむけた取り組みについて

　　農山漁村の資源を活用した農林水産業の６次産業化は、地域経済の活性化に有効であり、このような取り組みには公設試の役割が極めて重要と考える。６次産業化に対する支援方策を拡充・強化し、とくに公設試が関与する取り組みは継続的に推進すること。

9.　農業者戸別所得補償制度について

　　2010年度にモデル対策として導入された農業者戸別所得補償制度は、2011年度には本格実施されることとなっている。大規模な農政転換は、公設試の課題設定にも飼料米の重視等の形で影響を及ぼしている。農業者戸別所得補償制度の今後の見通しと、試験研究面での対応をはかること。

10. 環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）への参加について

　　2010年度後半に世論を二分した同協定への参加に関して、貴省の試算では深刻な影響が予測されている。同協定への参加についての慎重な対応を求める。

以　　上　　
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